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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第82期

第２四半期
連結累計期間

第83期
第２四半期
連結累計期間

第82期

会計期間
自 2021年4月 1日
至 2021年9月30日

自 2022年4月 1日
至 2022年9月30日

自 2021年4月 1日
至 2022年3月31日

売上高 (百万円) 143,618 144,775 298,276

経常利益 (百万円) 11,368 12,438 26,443

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 7,673 9,306 20,999

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 17,143 3,854 20,608

純資産額 (百万円) 391,677 393,905 393,215

総資産額 (百万円) 489,099 485,146 498,808

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 75.59 91.60 206.80

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.8 80.9 78.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 13,053 7,817 30,126

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △11,472 △33,229 7,625

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,168 △4,039 △4,563

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 43,515 47,996 77,317

回次
第82期

第２四半期
連結会計期間

第83期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年7月 1日
至 2021年9月30日

自 2022年7月 1日
至 2022年9月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 21.93 39.89

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第2四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動はありません。

なお、第1四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の「２ 報告セグメントの変更等に関

する事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第2四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経

営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識して

いる主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第2四半期連結累計期間の日本経済は、ウィズコロナの新たな段階への移行が進められるなか、緩やかな持ち直

しの動きが見られました。一方、テレビ広告市況におきましては、東京地区のスポット広告の出稿量が前年同期を

下回るなど、引き続き厳しい状況となりました。

このような経済状況のなか、当第2四半期連結累計期間の売上高は1,447億7千5百万円（前年同期比＋0.8％）とな

り、売上原価、販売費及び一般管理費の合計が1,374億3千4百万円（同＋1.6％）となりました結果、営業利益は73

億4千万円（同△12.6％）となりました。また、経常利益は124億3千8百万円（同＋9.4％）、親会社株主に帰属する

四半期純利益は93億6百万円（同＋21.3％）となりました。

当社は2022年5月11日開催の取締役会において、セグメント区分を変更することを決議いたしました。

前連結会計年度において「テレビ放送事業」、「音楽出版事業」、「その他事業」としていたものを、第1四半期

連結会計期間より「テレビ放送事業」、「インターネット事業」、「ショッピング事業」、「その他事業」に変更

いたしました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。なお、前第2四半期連結累計期間の数値については、変更

後の区分により作成したものを記載しております。

①テレビ放送事業

タイム収入は、新型コロナウイルス感染症やウクライナ情勢等による不透明感が見られるなか、アドバタイザー

の宣伝活動において固定費削減傾向が強まり、レギュラー番組のセールスでは苦戦を強いられました。また、単発

番組につきましては、「世界バドミントン東京2022」などがあったものの、前年同期の「東京オリンピック」「世

界フィギュアスケート国別対抗戦2021」の反動減により減収となりました。以上の結果、タイム収入合計は385億円

（前年同期比△10.8％）となりました。

スポット収入は、東京地区の広告出稿量が前年同期を下回ったことなどから減収となりました。業種別では、

「金融・保険」「交通・レジャー」「不動産・住宅設備」などが好調な一方で、「化粧品・トイレタリー」「自動

車・関連品」「情報・通信」などは減収となりました。以上の結果、スポット収入は426億1千5百万円（同△0.7

％）となりました。

また、ＢＳ・ＣＳ収入は128億4千9百万円（同＋3.9％）、番組販売収入は65億2千8百万円（同＋0.8％）、その他

収入は105億1千4百万円（同＋10.3％）となりました。

以上により、テレビ放送事業の売上高は1,110億8百万円（同△3.0％）、営業費用は1,060億9千1百万円（同△2.3

％）となりました結果、営業利益は49億1千7百万円（同△16.1％）となりました。

　

②インターネット事業

無料見逃し動画配信サービス「TVer」等における広告収入が好調に推移したことなどにより増収となりましたが、

事業拡大に伴い営業費用が増加となりました。

以上により、インターネット事業の売上高は118億1千8百万円（前年同期比＋10.2％）、営業費用は115億4千1百

万円（同＋17.0％）となりました結果、営業利益は2億7千7百万円（同△67.6％）となりました。
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③ショッピング事業

新型コロナウイルス感染症による巣ごもり需要に落ち着きが見られてきたことなどにより、ショッピング事業の

売上高は90億6千1百万円（前年同期比△8.5％）、営業費用は83億6百万円（同△6.6％）となりました結果、営業利

益は7億5千5百万円（同△25.3％）となりました。

④その他事業

イベント事業は「テレビ朝日・六本木ヒルズ ＳＵＭＭＥＲ ＳＴＡＴＩＯＮ」を開催したことなどにより増収と

なりました。また、音楽出版事業は所属アーティストの「ケツメイシ」がコンサートツアーを実施したことなどに

より増収となりました。

以上により、その他事業の売上高は193億2百万円（前年同期比＋35.1％）、営業費用は179億1千5百万円（同＋

31.3％）となりました結果、営業利益は13億8千6百万円（同＋116.4％）となりました。

　 報告セグメントごとの経営成績の状況は、次のとおりであります。

　 （単位：百万円、％表示は対前年同期増減率）

売上高

前第2四半期

連結累計期間

当第2四半期

連結累計期間

テレビ放送事業 114,457 111,008 △3.0％

インターネット事業 10,724 11,818 10.2％

ショッピング事業 9,903 9,061 △8.5％

その他事業 14,282 19,302 35.1％

調整額 △5,748 △6,415 ―

合計 143,618 144,775 0.8％

　 （単位：百万円、％表示は対前年同期増減率）

セグメント利益

前第2四半期

連結累計期間

当第2四半期

連結累計期間

テレビ放送事業 5,859 4,917 △16.1％

インターネット事業 856 277 △67.6％

ショッピング事業 1,010 755 △25.3％

その他事業 640 1,386 116.4％

調整額 35 4 △88.5％

合計 8,403 7,340 △12.6％
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当第2四半期連結会計期間末の財政状態は、次のとおりであります。

当第2四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末比136億6千2百万円減の4,851億4千6百万円となりまし

た。これは、有価証券が352億2百万円増加したものの、現金及び預金が453億1千5百万円減少したことなどによりま

す。

負債合計は、前連結会計年度末比143億5千2百万円減の912億4千万円となりました。これは、未払金や未払法人税

等などの減少により流動負債の「その他」が106億3千6百万円減少したことなどによります。また、純資産合計は、

前連結会計年度末比6億9千万円増の3,939億5百万円となりました。この結果、自己資本比率は80.9％となりまし

た。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第2四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、479億9千6百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、78億1千7百万円の収入となり、前第2四半期連結累計期間に比べ収入額

が52億3千5百万円減少しました。これは、売上債権の増減額が48億6千万円増加したものの、棚卸資産の増減額が

45億1千7百万円減少、持分法による投資損益が20億2千7百万円増加、未払金の増減額が15億4百万円減少したこと

などによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、332億2千9百万円の支出となり、前第2四半期連結累計期間に比べ支出

額が217億5千6百万円増加しました。これは、有価証券の取得による支出が253億1千6百万円減少したものの、有

価証券の償還による収入が354億円減少、有形固定資産の取得による支出が110億3千3百万円増加したことなどに

よるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、40億3千9百万円の支出となり、前第2四半期連結累計期間に比べ支出額

が18億7千1百万円増加しました。これは、配当金の支払額が10億5千7百万円増加したことなどによるものです。

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第2四半期連結累計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当第2四半期連結累計期間の研究開発費の総額は52百万円であります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第2四半期連結会計期間において、該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

② 【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 108,529,000 108,529,000
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株で
あります。

計 108,529,000 108,529,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年7月28日(注) ― 108,529,000 10 36,687 10 70,215

(注) 譲渡制限付株式報酬として新株式を14,249株発行（有償第三者割当）したことによります。同日付で同数の株

式を自己株式より消却しているため、発行済株式総数に変更はありません。

発行価格 1,487円

　 資本組入額 743.9円

　 割当先 当社及び当社の子会社である株式会社テレビ朝日の業務執行取締役14名
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(5) 【大株主の状況】

2022年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の総数
に対する所有
株式数の割合

(％)

株式会社朝日新聞社 東京都中央区築地5－3－2 26,151,840 24.73

東映株式会社 東京都中央区銀座3－2－17 18,522,900 17.51

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町2－11－3 6,943,300 6.56

公益財団法人香雪美術館 兵庫県神戸市東灘区御影郡家2－12－1 5,030,000 4.75

みずほ信託銀行株式会社 退職
給付信託 大日本印刷口 再信
託受託者 株式会社日本カスト
ディ銀行

東京都中央区晴海1－8－12 4,030,000 3.81

九州朝日放送株式会社 福岡県福岡市中央区長浜1－1－1 3,333,500 3.15

公益財団法人朝日新聞文化財団 東京都千代田区丸の内2－1－1 2,297,100 2.17

株式会社日本カストディ銀行(信
託口)

東京都中央区晴海1－8－12 1,789,500 1.69

朝日放送グループホールディン
グス株式会社

大阪府大阪市福島区福島1－1－30 1,572,000 1.48

株式会社講談社 東京都文京区音羽2－12－21 1,364,000 1.28

計 ― 71,034,140 67.17

(注) 当社は、自己株式2,786,071株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、発行済株式(自

己株式除く。)の総数に対する所有株式数の割合については、小数第二位未満を切り捨てて表示しております。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　2022年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 2,786,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,057,250 ―105,725,000

単元未満株式
普通株式

― ―18,000

発行済株式総数 108,529,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,057,250 ―

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個が含まれております。
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② 【自己株式等】

　2022年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社テレビ朝日
ホールディングス

東京都港区六本木6－9－1 2,786,000 ― 2,786,000 2.56

計 ― 2,786,000 ― 2,786,000 2.56

(注) 発行済株式総数に対する所有株式数の割合については、小数第二位未満を切り捨てて表示しております。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2四半期連結会計期間(2022年7月1日から2022年9月30

日まで)及び第2四半期連結累計期間(2022年4月1日から2022年9月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限

責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 67,666 22,351

受取手形及び売掛金 79,105 71,579

有価証券 12,399 47,601

棚卸資産 ※1 9,471 ※1 12,112

その他 9,959 10,569

貸倒引当金 △76 △69

流動資産合計 178,525 164,144

固定資産

有形固定資産

土地 53,630 64,551

その他（純額） 51,747 48,102

有形固定資産合計 105,378 112,654

無形固定資産

その他 8,748 7,750

無形固定資産合計 8,748 7,750

投資その他の資産

投資有価証券 184,566 179,300

その他 22,177 21,868

貸倒引当金 △587 △572

投資その他の資産合計 206,156 200,597

固定資産合計 320,283 321,001

資産合計 498,808 485,146

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,254 6,908

その他 62,251 51,615

流動負債合計 69,505 58,523

固定負債

退職給付に係る負債 16,807 16,688

その他 19,280 16,028

固定負債合計 36,087 32,717

負債合計 105,593 91,240
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 36,677 36,687

資本剰余金 70,472 70,482

利益剰余金 261,466 267,574

自己株式 △13,637 △13,624

株主資本合計 354,978 361,120

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 40,072 33,429

繰延ヘッジ損益 23 0

為替換算調整勘定 340 1,273

退職給付に係る調整累計額 △3,496 △3,251

その他の包括利益累計額合計 36,939 31,452

非支配株主持分 1,298 1,332

純資産合計 393,215 393,905

負債純資産合計 498,808 485,146
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 143,618 144,775

売上原価 104,104 106,274

売上総利益 39,513 38,501

販売費及び一般管理費 ※1 31,110 ※1 31,160

営業利益 8,403 7,340

営業外収益

受取配当金 676 771

持分法による投資利益 1,998 4,025

その他 329 364

営業外収益合計 3,004 5,162

営業外費用

固定資産廃棄損 12 20

その他 26 44

営業外費用合計 39 65

経常利益 11,368 12,438

特別損失

新型コロナウイルス感染症による損失 184 -

特別損失合計 184 -

税金等調整前四半期純利益 11,183 12,438

法人税等 3,468 3,097

四半期純利益 7,714 9,341

非支配株主に帰属する四半期純利益 41 34

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,673 9,306
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

四半期純利益 7,714 9,341

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 9,101 △6,551

繰延ヘッジ損益 △8 △22

為替換算調整勘定 38 122

退職給付に係る調整額 242 248

持分法適用会社に対する持分相当額 55 716

その他の包括利益合計 9,428 △5,486

四半期包括利益 17,143 3,854

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 17,102 3,820

非支配株主に係る四半期包括利益 41 34
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 11,183 12,438

減価償却費 5,194 5,151

のれん償却額 305 305

固定資産廃棄損 12 20

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △23

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 367 261

受取配当金 △676 △771

持分法による投資損益（△は益） △1,998 △4,025

売上債権の増減額（△は増加） 2,668 7,528

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,876 △2,641

仕入債務の増減額（△は減少） 411 △351

未払金の増減額（△は減少） △1,034 △2,539

その他 △1,776 △3,050

小計 16,528 12,302

利息及び配当金の受取額 1,473 1,832

法人税等の還付額 400 38

法人税等の支払額 △5,349 △6,356

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,053 7,817

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △53,219 △27,903

有価証券の償還による収入 44,300 8,900

信託受益権の償還による収入 500 -

有形固定資産の取得による支出 △2,221 △13,255

無形固定資産の取得による支出 △609 △514

投資有価証券の取得による支出 △77 △467

その他 △145 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,472 △33,229

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △2,114 △3,171

その他 △54 △867

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,168 △4,039

現金及び現金同等物に係る換算差額 40 130

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △547 △29,321

現金及び現金同等物の期首残高 44,062 77,317

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 43,515 ※1 47,996
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年4月 1日
　至 2022年9月30日)

　(税金費用の計算)

税金費用については、当第2四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっておりま

す。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

(追加情報)

　

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年4月 1日
　至 2022年9月30日)

　(会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響)

前連結会計年度の有価証券報告書の追加情報に記載した内容から重要な変更はありません。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 棚卸資産の内訳

前連結会計年度
(2022年3月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年9月30日)

番組勘定 4,673百万円 6,199百万円

商品及び製品 1,264百万円 1,434百万円

仕掛品 3,495百万円 4,448百万円

原材料及び貯蔵品 37百万円 30百万円

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2021年4月 1日
至 2021年9月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年4月 1日
至 2022年9月30日)

人件費 6,594百万円 6,878百万円

退職給付費用 369百万円 397百万円

代理店手数料 18,060百万円 17,145百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2021年4月 1日
至 2021年9月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年4月 1日
至 2022年9月30日)

現金及び預金勘定 24,858百万円 22,351百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △343百万円 △355百万円

取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資（有価証券）

18,999百万円 25,999百万円

現金及び現金同等物 43,515百万円 47,996百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2021年4月1日 至 2021年9月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年6月29日
定時株主総会

普通株式 2,114 20 2021年3月31日 2021年6月30日 利益剰余金

２ 基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月11日
取締役会

普通株式 2,114 20 2021年9月30日 2021年12月6日 利益剰余金

当第２四半期連結累計期間(自 2022年4月1日 至 2022年9月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年6月29日
定時株主総会

普通株式 3,171 30 2022年3月31日 2022年6月30日 利益剰余金

２ 基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年11月10日
取締役会

普通株式 2,114 20 2022年9月30日 2022年12月5日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2021年4月1日 至 2021年9月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 (単位：百万円)

報告セグメント

調整額
(注1)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注2)

テレビ放送
事業

インターネット
事業

ショッピング
事業

その他
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 113,442 9,795 9,883 10,497 143,618 ― 143,618

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,014 928 19 3,785 5,748 △5,748 ―

計 114,457 10,724 9,903 14,282 149,366 △5,748 143,618

セグメント利益 5,859 856 1,010 640 8,367 35 8,403

(注) １ セグメント利益の調整額35百万円は、セグメント間取引消去△34百万円、当社における子会社からの収入

1,051百万円及び全社費用△980百万円であります。全社費用は、主に提出会社のグループ経営管理に係る費

用であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2022年4月1日 至 2022年9月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 (単位：百万円)

報告セグメント

調整額
(注1)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注2)

テレビ放送
事業

インターネット
事業

ショッピング
事業

その他
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 109,468 10,882 9,046 15,378 144,775 ― 144,775

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,540 936 15 3,923 6,415 △6,415 ―

計 111,008 11,818 9,061 19,302 151,191 △6,415 144,775

セグメント利益 4,917 277 755 1,386 7,336 4 7,340

(注) １ セグメント利益の調整額4百万円は、セグメント間取引消去△33百万円、当社における子会社からの収入

1,031百万円及び全社費用△993百万円であります。全社費用は、主に提出会社のグループ経営管理に係る費

用であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２ 報告セグメントの変更等に関する事項

　当社は2022年5月11日開催の取締役会において、セグメント区分を変更することを決議いたしました。

　前連結会計年度において「テレビ放送事業」、「音楽出版事業」、「その他事業」と区分しておりましたが、第1

四半期連結会計期間より「その他事業」に含まれていた「インターネット事業」及び「ショッピング事業」を経営

の重点領域として新たに区分いたしました。これに伴い、「テレビ放送事業」に含まれていた通販番組の制作受託

に係る事業は「ショッピング事業」とし、「音楽出版事業」は「その他事業」に含めるなどの変更を行い、「テレ

ビ放送事業」、「インターネット事業」、「ショッピング事業」、「その他事業」を報告セグメントといたしまし

た。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分により作成したものを記載してお

ります。
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(収益認識関係)

　 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　(セグメント情報等)に記載のとおり、第1四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しており、前第2

四半期連結累計期間の数値については、変更後の区分により作成したものを記載しております。

前第２四半期連結累計期間(自 2021年4月1日 至 2021年9月30日)

　 (単位：百万円)

報告セグメント

合計
テレビ放送

事業
インターネット

事業
ショッピング

事業
その他
事業

タイム・スポット収入 86,072 ― ― ― 86,072

その他 27,369 9,795 9,883 10,497 57,545

顧客との契約から生じる収益 113,442 9,795 9,883 10,497 143,618

外部顧客への売上高 113,442 9,795 9,883 10,497 143,618

(注) 企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づき認識される収益は、金額的重要性が乏しいため、

その他事業のその他に含めております。

当第２四半期連結累計期間(自 2022年4月1日 至 2022年9月30日)

　 (単位：百万円)

報告セグメント

合計
テレビ放送

事業
インターネット

事業
ショッピング

事業
その他
事業

タイム・スポット収入 81,115 ― ― ― 81,115

その他 28,352 10,882 9,046 15,378 63,660

顧客との契約から生じる収益 109,468 10,882 9,046 15,378 144,775

外部顧客への売上高 109,468 10,882 9,046 15,378 144,775

(注) 企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づき認識される収益は、金額的重要性が乏しいため、

その他事業のその他に含めております。

　



― 19 ―

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年4月 1日
　至 2021年9月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年4月 1日
　至 2022年9月30日)

１株当たり四半期純利益 75.59円 91.60円

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

7,673 9,306

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

7,673 9,306

普通株式の期中平均株式数(千株) 101,515 101,603

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

第83期(2022年4月1日から2023年3月31日まで)中間配当については、2022年11月10日開催の取締役会において、2022

年9月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 2,114百万円

②1株当たりの金額 20円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2022年12月5日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年11月11日

株式会社テレビ朝日ホールディングス

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

　 東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 杉 山 正 樹

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 比 留 間 郁 夫

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テレビ朝

日ホールディングスの2022年4月1日から2023年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間(2022年7月1日から

2022年9月30日まで)及び第2四半期連結累計期間(2022年4月1日から2022年9月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テレビ朝日ホールディングス及び連結子会社の2022年9月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

　

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

　

(注) １ 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の8第1項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年11月11日

【会社名】 株式会社テレビ朝日ホールディングス

【英訳名】 TV Asahi Holdings Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長 早 河 洋

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都港区六本木六丁目9番1号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町2番1号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役会長早河洋は、当社の第83期第2四半期（自 2022年7月1日 至 2022年9月30日）の四半期報告書

の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

特記すべき事項はありません。

　


	第２四半期報告書
	表紙
	中扉
	目次
	扉
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【事業の内容】

	第２　【事業の状況】
	１　【事業等のリスク】
	２　【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
	３　【経営上の重要な契約等】

	第３　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	２　【役員の状況】

	第４　【経理の状況】
	１　【四半期連結財務諸表】
	２　【その他】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書
	確認書




